
 

平成 28年 5月 11日 

各 位 

会 社 名 ヤマハ発動機株式会社 

代表者名 代表取締役社長    柳  弘之 

(コード番号 7272 東証第一部) 

問合せ先 経営企画部長     野田 武男 

(ＴＥＬ O538－32－1122 ) 

 

（訂正）「コーポレートガバナンス基本方針の制定について」の一部訂正について 

 

平成 28 年 3 月 9 日に訂正開示しました「コーポレートガバナンス基本方針の制定につい

て」の一部訂正について、追加して訂正するべき事項がありましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

なお、訂正後の「ヤマハ発動機 コーポレートガバナンス基本方針」を添付しております。  

 

記 

【訂正箇所】 

 7 ページ「ヤマハ発動機 コーポレートガバナンス基本方針」「４－３．取締役会の役割」

の文章の一部 

 

【訂正内容】 

  訂正部分に下線を付しています。 

 

（訂正前） 

４－３．取締役会の役割 

当社取締役会は、将来への成長戦略を確実に実行するため、経営陣の適切なリスクテイクや

果断な意思決定を行うとともに、 株主・投資家の皆様をはじめとする様々なステークホルダ

ーに対する責任の観点から、経営戦略の実行に伴う課題・リスクについて多面的に把握し適

切に監督します。それが、当社の持続的成長と企業価値・ブランド価値の向上を支える役割

であると認識しています。 

 

（訂正後） 

４－３．取締役会の役割 

当社取締役会は、将来への成長戦略を確実に実行するため、経営陣の適切なリスクテイクや

果断な意思決定を支援する環境整備を行うとともに、 株主・投資家の皆様をはじめとする

様々なステークホルダーに対する責任の観点から、経営戦略の実行に伴う課題・リスクにつ

いて多面的に把握し適切に監督します。それが、当社の持続的成長と企業価値・ブランド価

値の向上を支える役割であると認識しています。     

以 上  
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ヤマハ発動機 コーポレートガバナンス基本方針 

 

※[ ]内の数字は、コーポレートガバナンス・コードの原則番号。下線は開示項目であることを示す。 

 

コーポレートガバナンスの基本的な考え方 [3-1(i)(ii)] [4-2]  

当社の経営理念・経営戦略 

当社は、「感動創造企業」を企業目的とし、世界の人々に新たな感動と豊かな生活を提供

することを目指しています。その実現のために、「新しく独創性ある発想・発信」「お客様

の悦び・信頼感を得る技術」「洗練された躍動感を表現する魅力あるデザイン」「お客様と

生涯にわたり結びつく力」を目指す「ヤマハ発動機らしいモノ創り」に挑戦し続け、人間の

論理と感性を織り合わせる技術により、個性的かつ高品質な製品・サービスを提供します。   

当社は、こうした「ヤマハ発動機らしさ」が「ヤマハ」ブランドとして様々なステークホ

ルダーの皆様に認識され、生涯にわたって当社の製品・サービスを選んでいただけるよう、

努力を続けることが当社の持続的な成長を実現するとともに中長期的な企業価値を高めるも

のと考えます。 

当社は、中期経営計画（2016年－2018年）において、持続的成長と企業価値向上を実現す

るための具体的施策に取り組みます。先ず、安定的財務基盤を維持・強化しながら、「豊か

な生活」「楽しい移動」「人・社会・地球にやさしい知的技術」の3領域への成長戦略投資を

積極的に行い、株主の皆様への還元を充実させていきます。 

 

コーポレートガバナンスの考え方 

当社取締役会は、将来への成長戦略を確実に実行するため、経営陣の適切なリスクテイク

や果断な意思決定を支援する環境整備を行うとともに、株主・投資家の皆様をはじめとする

様々なステークホルダーに対する責任の観点から、経営戦略の実行に伴う課題・リスクにつ

いて多面的に把握し適切に監督します。 

当社は、このような迅速・果断な意思決定と適切な監督・モニタリングを透明・公正に行

うための仕組みを当社のコーポレートガバナンスと捉え、以下に掲げるコーポレートガバナ

ンス基本方針に定め、適切に実践します。 

 

＜コーポレートガバナンス基本方針＞ 

第１章  株主の権利・平等性の確保、株主との対話における基本的な考え方 

第２章  様々なステークホルダーとの適切な協働 

第３章  適切な情報開示と透明性の確保 

第４章  取締役会等の責務 

別紙１  独立社外役員の独立性判断基準 

別紙２   株主との建設的な対話を促進するための方針 
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《第１章》 

株主の権利・平等性の確保、株主との対話における基本的な考え方 

１－１．株主の権利・平等性の確保 [1] [1-1(3)] 

当社は、いずれの株主もその保有する株式の内容および数に応じて平等に扱います。 

また、少数株主に認められている権利の行使については十分な配慮を行います。 

 

１－２．株主との対話における基本的な考え方 [5] 

当社は、株主・投資家の皆様にとって有効かつ建設的な対話を実施するため、代表取締

役社長を責任者、企画・財務本部長を担当役員とし、ＩＲ・ＳＲ担当部門を主体とする対

話を積極的に行います。その活動では、国内・海外の株主・投資家の皆様に対して、個別

面談や説明会等を計画的に実施します。そこで得られた意見・質問等は、経営陣・取締役

（社外取締役を含む）と情報共有します。 

また、定期的な株主調査等の結果を活用し、情報開示の内容が十分であるか、説明の手

法が適切であるか等についてモニタリングを行い、継続的な対話の充実に取り組みます。 

インサイダー情報の管理については、ディスクロージャーポリシーを定め、適切に対応

します。 

 

１－３．株主総会 [1-1] [1-2] [1-2(1)] [1-2(2)] [1-2(4)] 

当社は、全ての株主の皆様が、株主総会議案を十分に検討し適切に議決権を行使するこ

とが出来るよう、環境の整備に努めます。 

当社が株主の皆様に十分な検討期間が必要と判断する株主総会議案は、当社取締役会で

決議された後、速やかに東京証券取引所および当社ウェブサイトに掲載します。定時株主

総会の招集通知は、株主総会日の３週間前までに発送するとともに、発送日前に、東京証

券取引所および当社ウェブサイトに英訳も併せて掲載します。 

 

１－４．資本政策の基本方針 [1-3] 

当社は、中期経営計画（2016年－2018年）において、安定的財務基盤を維持・強化しな

がら、成長戦略投資を積極的に行い、株主の皆様への還元を充実させていきます。主な数

値目標は下記の通りで、その実現に取り組みます。 

（１）安定的財務基盤の目安として、自己資本比率40％以上を目標とする。 

（２）株主還元については、安定的かつ継続的な配当を維持し、連結配当性向30％を目

安とする。 

（３）株主資本の有効活用を図る観点から、株主資本利益率（ＲＯＥ）を最も重要な経

営指標の一つとし、資本コストを上回る15％程度の水準を目安とする。 

 

１－５．政策保有株式  [1-4]  

（１）政策保有の基本方針 

当社は、開発・調達・生産・販売をグローバルに展開しており、今後も持続的に



- 3 - 

 

成長していくため、取引先との事業の関係強化を図るとともに、金融機関等との安

定的な関係を継続させることが必要と考えます。事業戦略、取引先との事業上の関

係や財務基盤強化などを勘案し、中長期的な視点から企業価値を向上させるため

に、必要かつ適切であると判断した場合、株式を保有していく方針です。 

当社取締役会は、毎年、主要な政策保有についてそのリターンとリスクなどを踏ま

えた中長期的な経済合理性や将来の見通しの検証を行います。 

 

（２）ヤマハ株式会社の株式保有について 

当社は、日本楽器製造株式会社（現：ヤマハ株式会社）の二輪車部門の分社化に

より設立されました。現在、経営は分離していますが、ヤマハ株式会社と共通の

「ヤマハ」ブランドを使用しています。ヤマハ株式会社と当社は「合同ブランド委

員会」、「ヤマハブランド憲章」、「合同ブランド規程」を設け、様々な取組みを

共同で実施するとともに、株式の保有、取締役の派遣を通じて双方の持続的成長に

向けた取組みを適切にモニタリングしています。当社は、ヤマハ株式会社とこのよ

うなモニタリング・協力関係を構築することで、共有する「ヤマハ」ブランド価値

の維持・向上を図ることが、当社の中長期的企業価値向上に資すると考えていま

す。 

 

（３）議決権行使に関する基本方針 

政策保有株式の議決権行使は、画一的に賛否を判断するのではなく、発行会社の

中長期的な企業価値の向上に資するかどうか、当社の企業価値を毀損させることが

ないかの観点から十分検討・審議を行います。必要がある場合には、議案について

説明を求め賛否を判断します。 

 

１－６．関連当事者間取引、競業取引および利益相反取引 [1-7] [4-3] 

当社は、当社および株主の皆様の利益を害することのないよう、当社が関連当事者間取

引、競業取引および利益相反取引を行う場合は、取引の重要性やその性質に応じた適切な

手続を取締役会規則、決裁規程等で定め、取締役会で審議し、決議することとしていま

す。取引状況については、取締役会へ報告し、取締役会が監視を行います。 

 

 

《第２章》 

様々なステークホルダーとの適切な協働 

２－１．ステークホルダーとの関係 [2] [2-1] 

当社は、30の国と地域に連結子会社・持分法適用会社をもち、連結売上高においても約

90%を海外が占めています。その製品は、開発・調達・生産・営業活動をグローバル展開す

ることにより、200を超える国と地域で販売されています。当社の持続的成長と中長期的な

企業価値向上は、世界中で広く当社と関わる全てのステークホルダーすなわち、お客様、
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従業員、取引先、地域・社会、地球環境からのリソースの提供と尽力の賜物であることを

十分に認識しなければならないと考えております。 

当社は、2013年に導入したブランドスローガン”Revs your Heart”を世界中のグループ

社員で共有してきました。「Revs your Heart」は、「エンジンの回転を上げるように人々

の心を昂ぶらせる・わくわくさせる」という意味を持ちます。そこには、当社と関わる全

てのステークホルダーに、その期待を超えることで、心躍る豊かな瞬間・最高の感動体験

を提供したいという強い想いが込められています。その想いを実現するために、企画・開

発・生産・販売など全ての仕事において、ヤマハ発動機らしさとは何かということを考え

抜き、挑戦することを大切にしています。 

 

２－２．倫理行動規範の実践 [2-2] [2-2(1)] 

当社は、ステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理など

についてまとめた「倫理行動規範」を定め、当社および子会社で共有します。取締役・執

行役員および従業員等が日々の活動の中で、常にこの倫理行動規範に掲げる「公正・誠実

な業務の遂行」「職場における規律」に沿った行動をとることで、社会からの信頼をより

強固なものとするための企業風土づくりを継続します。 

当社取締役会は、倫理行動規範の趣旨・精神を尊重する企業風土となっているか、ま

た、それらが国内外の事業活動に広く浸透し遵守されているかについて、定期的にレビュ

ーを行います。 

 

２－３．サステナビリティーを巡る課題への対応 [2-3] [2-3(1)] 

地球温暖化の進行、エネルギーや水の利用、生物多様性の保全など、サステナビリティ

ーを巡る課題が世界レベルで深刻化しています。当社にとってその課題への対応は重要な

リスク管理の一部であり、また成長機会の取り込みに繋がると考えています。 

当社はこれまでに、環境負荷がより少ない小型エンジンの技術革新、電動アシスト自転

車・電動二輪車といったスマートパワー技術の製品化、次世代動力源の研究開発、事業で

培った人材・モノ・ノウハウによる社会貢献活動の推進など、企業活動の全てにおいて地

球環境との調和に配慮した取組みを進めてきました。 

当社はこのような取組みを今後も継続し、社内推進体制を整備します。当社取締役会は

サステナビリティーを巡る課題への取組み方針を定め、その実施状況について定期的にレ

ビューを行います。 

  

２－４． 多様性の確保 [2-4] 

当社は、当社の持続的な成長を確保するために、異なる経験、スキル、属性を反映した

多様な視点や価値観が重要と考え、多様な人材の確保を目指します。 

そのために、本社にグローバル人材開発部を設置し、全世界共通の幹部社員育成プログ

ラムの開発・運用、競争力のある人材を育成・登用するためのグローバル人事制度の導

入、またグローバルな経験・見識を活かす組織づくりを進めます。 
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グローバル経営を進めていく上で、国籍・原籍を問わず優秀な人材の経営幹部への登用

を進めます。特に、海外子会社の経営幹部層については、現地人材の積極的な登用を進

め、2018年までにその60％を現地化することを目指します。同時に、本社人材の育成にも

継続して取組み、現地人材と経験やスキルを相互補完しながら経営力を最大化する組織づ

くりを進めます。 

また、女性の活躍促進のため、女性の管理職登用数を2020年までに2014年の2倍、2025年

までに3倍とする目標を公開し、推進します。 

 

２－５．内部通報制度 [2-5] [2-5(1)] 

当社は、従業員等が不利益を被る危険を懸念することなく、会社の信頼・信用を損なう

様な違法行為或いはその恐れがある場面に遭遇したときの通報窓口として、コンプライア

ンスホットラインおよびハラスメント相談窓口を設置しています。特にコンプライアンス

ホットラインは、社外の第三者機関に設置し、監査役が直接、情報収集出来る体制として

います。 

当社取締役会は、これら内部通報制度の運用状況について定期的にレビューを行いま

す。 

 

 

《第３章》 

適切な情報開示と透明性の確保  

３－１．適切な情報開示と透明性の確保 [3] [3-1(2)]  

当社は、国内外のステークホルダーとの建設的な対話を行うため、法令に定める情報開

示に加えて、経営戦略やリスク・ガバナンス情報等の非財務情報の提供を積極的に行いま

す。また、情報開示にあたっては、合理的な範囲において英語での情報開示を行うよう努

めます。当社取締役会は、当社が開示・提供する情報が、利用者にとって正確で分かりや

すく、情報として有用性の高いものであるよう努め、その内容について適切に監督を行い

ます。 

 

３－２．外部会計監査人 [3-2] [3-2(2)] 

当社取締役会および監査役会は、外部会計監査人による適正な監査確保のため、以下の

体制を確保します。 

（１）高品質な監査を可能とする十分な監査時間を確保するため、外部会計監査人と当

社財務担当部門は事前に協議を行い、適切な監査スケジュールを設定する。 

（２）経営陣は、外部会計監査人と定期的または要請に応じた随時の面談を実施する。 

（３）監査役会は、外部会計監査人から監査計画および監査実施状況について定期的に

報告を受け、その内容につき協議を行うことにより、外部会計監査人と十分な連携

を図る。また、内部監査部門は、内部統制およびコンプライアンス情報を共有する

他、随時の情報交換を行うことで外部会計監査人との連携を図る。 
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（４）外部会計監査人が不正・不備・問題点を発見し適切な対応を当社に求めた場合

は、重要性に応じて経営陣・監査役会・内部監査部門・財務部門・リスク管理部門

により必要な対応を行う。 

 

 

《第４章》  

取締役会等の責務 

４－１．企業統治体制の基本的な考え [4] 

当社は、個人のお客様のレジャー用途に向けて感性を重視したパーソナルモビリティ、

移動・運搬用途に向けて利便性・実用性を重視したパーソナルモビリティ、レジャーから

業務まで幅広い用途に向けたマリン製品、法人のお客様の業務用途に向けた産業用ロボッ

ト・自動車エンジン・無人ヘリコプター等、多種多様な製品・サービスを世界中の市場に

提供しています。 

当社の連結売上高に占める海外比率は、約90％に達しています。そして、その事業体制

は、消費地開発・消費地生産の原則的な考え方から、開発・調達・生産・営業活動等を広

くグローバル展開しています。 

当社は、このようなお客様の多様性・製品の多様性・市場のグローバル性に対応した事

業活動を持続的に発展させるために、適切なリスクテイクや果断な意思決定を行うととも

に、経営戦略の実行に伴う課題・リスクを多面的に把握し適切に監督することが重要だと

認識しています。そのための企業統治体制としては、当社のお客様の特性・製品・事業・

機能に精通した社内取締役とグローバル企業経営の豊かな知見を有する社外取締役で構成

する取締役会と、会計・法務・経営管理等の専門知識を有する社外監査役を含む監査役会

から構成される体制が有効であると考えています。 

当社は、このような企業統治体制の下で迅速な業務執行を図るため、執行役員を選任

し、取締役会は業務執行に関わる事項を委任しています。 

 

４－２．取締役会・監査役会の構成 [4-8] [4-11] [4-11(1)] 

当社は、４－１．「企業統治体制の基本的な考え」に示した企業統治を行う取締役会・

監査役会の構成を、社内取締役８名、社外取締役３名（うち独立社外取締役２名）、常勤

監査役２名、独立社外監査役２名としており、取締役・監査役合計15名のうち、社外役員

が5名の体制です。 

当社取締役会・監査役会の構成は、全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性

および規模の観点から下記の通りとします。 

（１）定款で定める取締役数を15名以内、監査役数を５名以内とする。 

（２）性別・年齢および国籍の区別なく、株主を含む様々なステークホルダーの視点や

立場を十分に理解し、倫理観・公正性などの人格的要素に加え、長期的な視点、豊

富な経験、高い見識・高度な専門性を有すること。 

（３）社内取締役の構成は、お客様の特性・製品・事業・機能の多様性および市場のグ
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ローバル性をカバーするものであること。 

（４）社外取締役の構成は、グローバル企業経営の経験、経営に関する専門的知見、業

界に関する知識等を有するものであること。 

（５）監査役の構成は、会計・法務・経営管理等に関する適切な知見を有するものを含

み、その半数以上を社外監査役とする。 

 

４－３．取締役会の役割 [4] [4-1] [4-1(1)] [4-3] [4-3(2)] 

当社取締役会は、将来への成長戦略を確実に実行するため、経営陣の適切なリスクテイ

クや果断な意思決定を支援する環境整備を行うとともに、株主・投資家の皆様をはじめと

する様々なステークホルダーに対する責任の観点から、経営戦略の実行に伴う課題・リス

クを多面的に把握し適切に監督します。それが、当社の持続的成長と企業価値・ブランド

価値の向上を支える役割であると認識しています。 

また、当社取締役会は、迅速な業務執行を図るため、執行役員を選任し、業務執行に関

わる事項を委任します。 

当社は上記方針に従って取締役会の判断決定する事項と執行役員への委任事項を下記の

通り定めています。 

（１）取締役会が判断・決定する事項 

① 法令、定款に定められた事項の決定 

② 取締役の職務の執行の監督 

③ 戦略・方針の決定 

④ 企業理念、倫理行動規範、内部統制基本方針、CSR基本方針、ヤマハブランドに

関するガバナンス方針、長期経営ビジョン、中期経営計画等の決定 

⑤ 業務執行の監督 

年度経営計画の承認、決算の承認、業務執行状況の監督、内部監査計画の承

認、内部統制基本方針に基づく体制整備状況・リスク管理体制整備状況の監督

等 

（２）執行役員への委任事項 

① 業務執行に関わる事項 

中期経営計画・年度経営計画等の立案および執行に関わる決定、決算案の策

定、個別事業戦略の策定、開発・生産・販売等の事業執行に関わる決定、リス

ク管理体制の構築等 

② その他、取締役会が判断・決定する事項を除き取締役会より委任された事項 

 

４－４．独立社外取締役 [4-6] [4-7]  

当社は、当社の独立社外取締役を当社の定める独立役員選定基準に基づき選定し、その

基準を外部に開示します。 

当社は、当社の独立社外取締役に、社会的見地や株主・投資家の皆様をはじめとする様々

なステークホルダーの視点に立脚し、独立した客観的な立場から、当社経営陣と株主の皆
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様等との利益相反の監督を行うことに加え、経営の方針や経営改善について積極的に助言

を行うことを期待します。 

当社の独立社外取締役・社外監査役は、経営会議等重要会議の議事録、資料の閲覧や全

世界に展開している当社の開発・調達・製造・営業拠点や市場の視察等を通じ、当社事業

の理解・把握に努めるとともに、取締役会の後に定期的に開催する経営研究会、年１回以

上開催する役員研究会に参加し、当社の中長期経営戦略や重要経営課題に関する率直な意

見交換を行っています。 

 

４－５．取締役の責務 [4-5] 

当社の取締役は、株主の皆様に対する受託者責任として、株主の皆様を含む様々なステ

ークホルダーの視点・立場を十分に理解し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上を果たすため、十分な情報収集を行い、関連する法令、必要な規程等を理解し、取締

役会、経営研究会その他の重要な会議で積極的に意見を述べ議論を尽くし意思決定を行い

ます。 

 

４－６．取締役会実効性評価 [4-11(3)] 

当社取締役会は、当社コーポレートガバナンス基本方針を踏まえ、取締役会の果たすべ

き役割・責務等の実効性について、取締役会全体としての分析・評価を毎年実施します。

その分析・評価は下記の観点に基づき実施し、結果の概要を適切に開示します。 

(評価観点) 

① 取締役および取締役会の役割・責務 

② 取締役会と経営陣幹部 (執行役員) の関係 

③ 取締役会等の機関設計・構成 

④ 取締役および取締役会の資質と知見 

⑤ 取締役会における審議 

⑥ 株主との関係・対話 

⑦ 株主以外のステークホルダーへの対応 

 

４－７．役員人事委員会 [3-1(iv)] [4-3] [4-3(1)] [4-10] [4-10(1)]  

当社は、役員候補者の選任や報酬決定における透明性や妥当性を高めるため、取締役会

の任意の諮問機関として役員人事委員会を設置します。 

役員人事委員会は役員候補者、報酬制度および報酬・賞与案、取締役・監査役・執行役

員の構成、執行役員の評価等について審議し、取締役会に答申します。 

また、最高経営責任者を含む幹部役員候補者の評価等も行います。 

役員人事委員会は、当社代表取締役および社外取締役によって構成されており、現在の委

員は、以下の通りです。 

委員長： 代表取締役社長 柳 弘之  

委員：  代表取締役  木村 隆昭 
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委員：  社外取締役（独立） 安達 保  

委員：  社外取締役  中田 卓也 

委員：  社外取締役（独立） 新美 篤志 

 

４－８．取締役・執行役員の報酬制度 [3-1(iii)] [4-2] [4-2(1)] 

当社は、取締役・執行役員の報酬を、基本報酬（月額報酬）、個人の業績に連動する個

人業績連動報酬、中長期的な全社連結業績を反映する株式取得型報酬および短期的な全社

連結業績を反映する取締役・執行役員賞与で構成しています。株式取得型報酬は、毎月一

定額で自社株を取得（役員持株会経由）し、在任中保有するもので、株主価値との連動を

図ったものです。尚、取締役賞与については、前事業年度連結業績の当期純利益および総

資産営業利益率と連動させ、株主の皆様への配当および連結業績予算達成度等を考慮し

て、連結当期純利益の0.5%を上限として算出します。 

以上の方針に基づき、役員人事委員会が、当社取締役・執行役員の基本報酬、個人業績

連動報酬、株式取得型報酬の水準・構造および配分、並びに取締役・執行役員賞与につい

て審議し、そのプロセスおよび結果を取締役会に提案します。取締役会は役員人事委員会

の提案を検討し、決定を行います。 

 

４－９．監査役および監査役会の役割・責務 [3-2(1)] [4-4] [4-5] 

監査役および監査役会は、株主の皆様に対する受託者責任を踏まえ、取締役会から独立

した機関として、法令に基づく当社および子会社に対する事業の報告請求、業務・財産状

況の調査、外部会計監査人の選解任や監査報酬に係る権限を行使すること、取締役会等の

重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べること等を通じて、取締役の職務の執行、当社

および子会社の内部統制体制・業績・財務状況等について、適法性・妥当性の監査を実施

します。 

 

４－１０．社外取締役と監査役の連携 [4-4(1)] [4-8(2)] [4-13] [4-13(3)] 

当社の社外取締役と監査役は、取締役会における議論に積極的に貢献するとの観点か

ら、社外取締役が、その独立性に影響を受けることなく十分な情報収集を行い、独立した

客観的な立場に基づく互いの情報交換・認識共有を図るため、定期的に会合を開催しま

す。 

また、社外取締役と監査役が必要な情報を入手し、経営陣との連絡・調整や互いの連携

を的確に行えるよう、当社経営企画部と監査役の職務を補助する監査役室が協同で対応し

ます。 

 

４－１１．取締役・監査役の兼任 [4-11(2)] 

当社の取締役・監査役は、自身の受託者責任を踏まえ、当社以外の上場会社の役員を兼

任する場合は、その数を合理的な範囲内にとどめることとします。その兼任状況について
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は、毎年、当社ウェブサイトに掲載の「定時株主総会招集ご通知」の事業報告および参考

書類等で開示します。 

 

４－１２．取締役・監査役のトレーニング [4-14] [4-14(1)] [4-14(2)]  

（１）社内取締役・常勤監査役には、その就任時に、役割と責務・コーポレートガバナ

ンスの理解を深めるため、第三者機関による研修の受講を必須としています。その

費用は会社負担とします。 

（２）社外取締役・社外監査役候補には、就任前にコーポレートガバナンスの状況、経

営の推移、経営課題、中期経営計画の進捗等について、説明・質疑の機会を設け、

現状の理解と課題認識のための支援を実施します。 

（３）全ての取締役・監査役は、取締役会後に開催する経営研究会、年１回以上開催す

る役員研究会に参加します。当社の中長期経営戦略や重要経営課題に関する率直な

討議を通じて、意見・情報交換を重ね経営感覚の相互研鑽の場とします。 

 

 

《附則》 

改廃 

本方針の改廃は、取締役会の決議による。 

 

以上 
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別紙１． 

独立社外役員の独立性判断基準 [4-9] 

１．ヤマハ発動機グループの従事者および出身者 

（１）当社において、独立性を有する取締役・監査役（以下「独立役員」という。）である

というためには、当社の業務執行取締役または執行役員、支配人その他の使用人（以下

「業務執行取締役等」という。）であってはならず、かつ、その就任の前10年間におい

て（但し、その就任の前10年内のいずれかの時において当社の非業務執行取締役、監査

役または会計参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間

において）当社の業務執行取締役等であってはならない。また、当社の業務執行取締

役、取締役、執行役員または支配人その他の重要な使用人の配偶者または二親等内の親

族若しくは同居の親族に該当する者であってはならない。 

（２）当社において、独立役員であるというためには、当社の現在の子会社の業務執行取締

役等であってはならず、かつ、その就任の前10年間において（但し、その就任の前10年

内のいずれかの時において当社の現在の子会社の非業務執行取締役、監査役または会計

参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間において）当

社の子会社の業務執行取締役等であった者であってはならない。また、当社の現在の子

会社の業務執行取締役または執行役員、支配人その他の重要な使用人の配偶者または二

親等内の親族若しくは同居の親族に該当する者であってはならない。 

 

２．ヤマハ発動機と主要な株主の関係にある者 

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であっては

ならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっては

ならない。 

（１）当社の現在の主要株主（議決権所有割合10%以上の株主をいう。以下同じ。）または法

人である場合には当該会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使

用人。または最近５年間において当社の現在の主要株主または法人である場合には当該

会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使用人であった者。 

（２）当社が現在主要株主である会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その

他の使用人。 

 

３．ヤマハ発動機と主要な取引先の関係にある者 

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であっては

ならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっては

ならない。 

（１）当社を主要な取引先とする者（その直近事業年度における年間連結総売上高の２％以

上の支払いを、当社から受けた者。以下同じ。）またはその者が会社である場合におけ

る当該会社の業務執行取締役、執行役員、支配人その他の使用人。または直近事業年度
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に先行する３事業年度のいずれかにおいて、当社を主要な取引先としていた者（その直

近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の支払いを、当社から受けていた者。

以下同じ。）またはその者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行

役員、支配人その他の使用人。 

（２）当社の主要な取引先である者（当社に、その直近事業年度における年間連結総売上高

の２％以上の支払いを行っている者。以下同じ。）またはその者が会社である場合にお

ける当該会社の業務執行取締役、執行役員、支配人その他の使用人。または直近事業年

度に先行する３事業年度のいずれかにおいて、当社の主要な取引先であった者（当社

に、その直近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の支払いを行っていた者。

以下同じ。）またはその者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行

役員、支配人その他の使用人。 

 

４．ヤマハ発動機グループと「取締役の相互兼任」の関係にある者 

当社において、独立役員であるというためには、当社またはその子会社から取締役（常

勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社またはその子会社の取締役、監査役、会計

参与、または執行役員であってはならない。またその配偶者または二親等内の親族または

同居の親族に該当する者であってはならない。 

 

５．ヤマハ発動機グループとその他の利害関係を有する者 

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であって

はならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっ

てはならない。 

（１）寄付又は助成を受けている組織の理事又はその他の業務執行者 

当社から一定額（過去３事業年度の平均で年間1,000万円または当該組織の平均年間総

費用の30%のいずれか大きい額）を超える寄付または助成を受けている組織（例えば、公

益財団法人、公益社団法人、非営利法人等）の理事（業務執行に当たる者に限る。）そ

の他の業務執行者（当該組織の業務を執行する役員、社員または使用人をいう。以下同

じ。） 

（２）大口債権者等 

当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機

関その他の大口債権者（以下「大口債権者等」という。）の取締役、監査役、会計参

与、執行役員、支配人その他の使用人である者。または最近3年間において当社の現在の

大口債権者等の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使用人であった

者。 

（３）会計監査人等 

現在当社又はその子会社の会計監査人または会計参与である公認会計士（若しくは税

理士）または監査法人（若しくは税理士法人）の社員、パートナーまたは従業員である

者。または最近３年間において、当社又はその子会社の会計監査人または会計参与であ
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った公認会計士（若しくは税理士）または監査法人（若しくは税理士法人）の社員、パ

ートナーまたは従業員であって当社又はその子会社の監査業務を実際に担当（但し、補

助的関与は除く。）していた者（現在退職または退所している者を含む。） 

（４）弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタント（個人）等 

上記（３）に該当しない弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタントで

あって、役員報酬以外に、当社から、過去３年間の平均で年間1,000万円以上の金銭その

他の財産上の利益を得ている者。 

（５）法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファーム（組織）等 

上記（３）に該当しない法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティン

グ・ファームその他の専門的アドバイザリー・ファームであって、当社を主要な取引先

とするファーム（過去３事業年度の平均で、その連結総売上高の２％以上の支払いを当

社から受けたファーム。以下同じ。）の社員、パートナー、アソシエイトまたは従業員

である者。 

 

６．その他、一般株主との間で利益相反が生じる者 

当社において、独立役員であるというためには、その他、当社の一般株主全体との間で

上記１．から５．までで考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生

じるおそれのない人物であることを要する。 

 

７．在任期間が８年間を超える者 

当社において、現在独立役員の地位にある者が、独立役員として再任されるためには、

通算の在任期間が８年間を超えないことを要する。 
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別紙２. 

株主との建設的な対話を促進するための方針 [5-1] [5-1(1)] [5-1(2)]  

１．株主との対話を統括する体制 

株主・投資家の皆様との対話を充実させるため、代表取締役社長を責任者、企画・財務本

部長を担当役員とし、企画・財務本部内にＩＲ・ＳＲ担当部門を設置します。 

当専任部門は、各テーマの担当部門と連携し、株主・投資家の皆様に有益な情報を提供で

きる体制を構築します。 

株主・投資家の皆様から個別の要望がある場合には、面談の目的および内容の重要性、面

談者の属性等を考慮の上、合理的な範囲で代表取締役社長、取締役、執行役員が面談に望み

ます。 

 

２．株主との対話を補助する社内部門等の連携の方策 

株主・投資家の皆様と合理的かつ円滑な対話を行うため、ＩＲ・ＳＲ担当部門が主体とな

って関連部門と連携を図り、情報および知識の共有、対話の方向性の検討、開示資料の作成

を行います。 

 

３．個別面談以外の対話手段充実に関する取組み 

報道機関・アナリスト・機関投資家の皆様に対して、四半期毎に決算説明会を実施しま

す。さらに中長期の経営戦略、事業、商品等に関する説明会を適宜実施します。 

海外の株主・投資家の皆様に対しても個別訪問・海外投資家向け説明会等の手段を通して

良好なコミュニケーションを図ります。 

個人投資家の皆様に対しては、新聞社や証券会社が主催するイベントへの参加、個人投資

家向け説明会の開催、当社ウェブサイト上に個人投資家向け専用ページを設置するなど、わ

かりやすいコミュニケーションに努めます。 

 

４．株主からの意見等の経営陣との情報共有 

株主・投資家の皆様との対話を通じて得られた意見や質問等は、ＩＲ・ＳＲ担当部門でと

りまとめて、経営陣・取締役（社外取締役を含む）と情報共有します。また適宜、担当役員

が取締役会・執行役員会等との情報共有を図ります。 

 

５．インサイダー情報の管理 

インサイダー情報の管理については、別途ディスクロージャーポリシーを定め、フェアデ

ィスクロージャーを徹底し、適切に対応します。 

四半期毎の決算翌日から決算発表日までは、決算情報に関する対話を控える「沈黙期間」

とします。 

 


